
福祉・防災・くらしを優先に
名古屋市が2012年度予算の財政局案を発表

1月12日、名古屋市は2012年度予算編成過程の公開

（財政局案）を発表しました。一般会計予算歳出総額

は前年比262億円減の1兆237億円、うち市税収入は4718

億円、前年比154億円の減です。この財政局案全文は名

古屋市のホームページに公開されています。

経常的予算以外で1022億円の事業を予算計上

「大企業・金持ち優遇」の５％減税によって、2012

年度は78億円分の減収(平年度は110億円)が見込まれて

います。さらに大震災や円高などによる景気低迷によ

る影響で税収減を見込んでいます。一方で財政調整基

金を94億円取り崩し、昨年の減税中止の留保分を放出

した形です。

予算編成過程の公開では、収支見通しで留保財源と

された一般財源70億円を使う「政策的な判断が必要な

事業の経費」として各局から一般財源285億円分、280

事業分で1369億円の予算要求が行われ、財政局の精査

で56億円余（124事業1022億円）が予算計上されました。

歳入歳出の差額は18億円となり、市長査定にむけて検

討が行われています。

「減税財源は行革で確保した」と市長はいいますが、

その行革で、守山市民病院の民間譲渡や緑市民病院の

民間委託をはじめ、障害者施設や特養の民間移管など

が進められています。

自治体の責任で待機児解消を

今回明らかになった事業の一つとして保育所待機児

を解消するために、1132人分の入所枠を計上、目標と

していた入所枠は予算上で達成することになります。

しかし、すべて民間任せで、社会福祉法人がやらなけ

れば営利企業にやらせるという、自治体の責任を放棄

するような姿勢は問題です。

ムダな事業にこそ削減のメスを

その他の予算、約9,000億円余の内容はまだ公表ず、

大型事業の内容は不明です。そのうち20億円（一般財

源13億円）の新規・拡充事業50項目（延長保育事業や

休日保育、認知症疾患医療センターなど）が計上され

ました。市長が約束していた「低所得者対策」はまだ

具体化していません。記者会見で「ロタワクチン助成」

を発表し、市民税非課税社には無料にすることで「低

所得者対策」と語っています。

2月上旬には、予算草案が発表される予定です。
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2012年度一般会計予算
財政局案（単位：億円）

区 分 2012 前年比

歳 入 10,255 △244

市税 4,718 △154

うち市民税減税額 △ 78 △ 17

地方交付税 61 16

使用料及び手数料 437 △ 16

国・県支出金 1,938 △ 90

市債 860 △ 76

うち臨時財政対策債 435 35

その他 2,241 75

うち財政調整基金取崩 94 93

歳 出 10,237 △262

人件費 1,719 △ 48

扶助費 2,574 61

公債費 1,391 △ 7

投資的経費 723 △184

その他 3,830 △ 85

差し引き 18 18

歳出予算明細（億円）

区分 2012 前年比

議会費 26 △ 2

総務費 470 △ 58

健康福祉費 2,842 59

子ども青少年費 1,286 △ 61

環境費 367 △ 11

市民経済費 1,145 △ 27

緑政土木費 621 △ 21

住宅都市費 491 △ 83

消防費 281 －

教育費 691 △ 49

公債費 1,399 △ 8

藷支出金 618 △ 1

予備費 1 －

計 10,237 △ 262

政策的な判断が必要な事業
単位：億円 （ ）は一般財源

局配分予算の
範囲内で賄う
新規・拡充事業区 分 局の要求額 財政局案

会計室 － (－) － (－) － （－)

市長室 － (－) － (－) 0.19 (0.19)

総務局 8 (7) 4 (2.8) 1.05 (1.05)

財政局 103 (22) 30 (10) － （－)

市民経済局 908 (82.7) 826.9 (3.6) － （－)

環境局 9 (7.7) 2 (2) － （－)

健康福祉局 65 (33) 44 (15) 2.76 (1.17)

子ども青少年局 32 (22) 18 (7) 16.27 (10.65)

住宅都市局 28 (7.6) 19.6 (3.8) 0.02 (0.02)

緑政土木局 73.6 (29) 52 (2.9) － （－)

消防局 13.5 (5.9) 7 (2) － （－)

教育委員会 127 (66.9) 16 (5) 0.52 (0.34)

合 計 1,369.6 (285) 1022 (55.7) 20.81 (13.42)

※収支見通し時に留保した70億円の一般財源の活用


